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2商取引に利用されるチャット機能の利用例①～③
利用例①

（特徴）（例えば消費者がお友達登録すると）事業者から消費者に対してチラシ等の広告が
配信される。消費者からのチャットの問合せには返信ができない。事業者からの発信による
一方向のもの（双方向のやりとりは不可）。

電子メール広告に近いのではないか。

利用例②

双方向のやりとりであり、事業者からやりとりを開始したり、勧誘目的を
告げずに消費者にやりとりを開始させる場合には、不意打ち性があるので
はないか。

（特徴）事業者は消費者からの問合せに対する返信を行うのみ（双方向のやりとりは可能）。

消費者からの発信による双方向のやりとりではあるが、消費者からの問合せ
に対して返信を行っている限りにおいては、不意打ち性がないのではないか。

利用例③
（特徴）氏名・勧誘目的等を告げずに、消費者とのやり取りを行い、事業者が消費者を勧
誘する場合がある（双方向のやりとりは可能）。

チラシ等の配信

Ｑ＆Ａ（チャットサポート）

情報商材等の勧誘



3商取引に利用されるチャット機能の利用例①～③と規制の検討について（まとめ）

②Ｑ＆Ａ ③情報商材等の勧誘①チラシ等の配信

チャット機能の利用例について、広告規制と勧誘規制との検討の参考とされたい。
（例えば、広告規制は①②③のいずれも対象とし、③については更に別途規制を検討するなど。）

商取引に利用されるチャット機能の利用例

※（例えば消費者がお友達登録
すると）事業者から消費者に対
してチラシ等の広告が配信され
る。消費者からのチャットの問
合せには返信ができない。事業
者からの発信による一方向のも
の（双方向のやりとりは不可）。

※事業者は消費者からの
問合せに対する返信を行
うのみ（双方向のやりと
りは可能）。

※氏名・勧誘目的等を告げずに、消費者とのやり取りを行い、事業者が
消費者を勧誘する場合がある（双方向のやりとりは可能）。


